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社会福祉協議会の位置づけとその歴史

 社会福祉協議会は民間団体であり、社会福祉法において、『地
域福祉の推進を図ることを目的とする団体』として位置付けら
れる。通称『社協』は全国、都道府県、市町村、地区に設置さ
れており、メインとして活動しているのが都道府県社会福祉協
議会と市町村社会福祉協議会である。

 元々は1951年の社会福祉事業法（現：社会福祉法）に規定され、
社会福祉事業の計画・実施、福祉に関する活動への住民参加の
ための援助などが挙げられた背景がある。2000年の社会福祉法
の成立に伴って、社協は地域福祉の推進における、中心的な役
割を持つ組織として位置づけられた。



全国社会福祉協議会

 全国社会福祉協議会とは、全国にある社会福祉協議会を支
援し、共通する社会福祉課題に対して国への助言や調査研
究、広報、人材養成などを実施している。



都道府県社会福祉協議会

 都道府県の社会福祉協議会は担当の区域内において広域的
見地から、地域福祉の充実を目指し、以下のような活動を
行っている。

• 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修

• 社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言

• 市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整

 都道府県社会福祉協議会には、『運営適正化委員会』が設
置され、福祉サービスに関する苦情の相談を受け付けてい
る。また、日常生活自立支援事業を市区町村と連携して実
施している団体でもあるのが特徴。



日常生活自立支援事業とは？

 日常生活自立支援事業は、認知症や知的障害者、精神障害
者など自身の判断能力に不安を抱えている方に向けて、福
祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理を行う事業のこ
と。



市町村社会福祉協議会

 市町村社会福祉協議会は都道府県社会福祉協議会よりも、
より我々の身近で社会福祉促進を図る団体となっている。
また、地域の相談窓口としての役割も担っている。具体的
な活動としては、福祉・介護サービス・ボランティアセン
ターの運営や、子ども会、老人クラブ連合会の事務局、な
どたくさんの福祉活動を行っている。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ①交流の場や居場所づくり

 地域を拠点に、住民である当事者とボランティアの方々が
協働で企画をし、内容を決め、共に運営していく仲間づく
りを目的とした活動。高齢者を中心としたサロンだけでな
く、障害のある人のサロン、子育てサロン、引きこもりの
人が参加しやすいサロン等、多様な居場所づくりを実施し
ている。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ②見守り活動

 小地域を単位として、高齢者や障害者一人ひとりに近隣の
人々が見守り活動や援助活動を展開する取り組み。電気・
ガス・水道事業者・新聞販売店・生協・地域の商店などと
連携した活動も広がっている。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ③住民主体の生活支援サービス

 日常生活の困りごとに対応する、住民同士による支え合い
の活動。定額の利用料を設定し、有償で行われる場合が多
い。配色サービス、移動サービス、掃除や草むしり、電球
交換、小規模修繕のお助けサービスなど多岐に渡っている。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ④当事者組織の立ち上げ・支援

 同じような境遇にいる人たちが集い、悩みを分かち合いな
がら解決に向かう為に支え合っていく組織で一人親家庭の
会や家族介護者の集い、引きこもりの家族会、障害者の当
事者グループなど、悩みによる孤独感などを防ぐ目的など
で開かれている。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ⑤住民の活動拠点づくり

 誰でも気軽に立ち寄れる活動拠点づくり。ボランティアグ
ループや当事者組織、サロン、子供食堂などの活動場所と
しても活用され、福祉の相談窓口の機能を持っている事な
どがある。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ⑥地域福祉を推進する住民組織の支援

 住民が主体となって、地域生活課題を把握し、話し合いを
行い、必要な活動に取り組み組織づくり。地区社協や校区
福祉委員会などの名称で小学校〜中学校区域で設置される
場合が多い。



社会福祉協議会の事業とその活動について
住民参加による地域福祉活動、地域づくりの推進

 ⑦地域福祉活動計画づくり

 地域住民や福祉活動を行う団体などが、『地域福祉の担い
手』として主体的に策定する民間の活動・行動計画で行政
による地域福祉計画と連動し、一体的に策定されることも
多い。



①相談支援や権利擁護

 福祉総合相談・専門相談

 どこに相談したら良いかわからないなどの相談も含めて必
要に応じた関係機関につなぐ役割を持っている。弁護士、
司法書士による法律相談などの専門的な相談を定期的に実
施している社協もあったりなど、活動は各社協によってバ
ラバラである。



②生活福祉資金貸付事業

 低所得者や高齢者、障害者の生活を経済的に支えると共に
その在宅福祉及び社会参加の促進を図ることを目的とした
貸付制度。都道府県社協を実施主体とし、市区町村社協が
窓口となって実施している。新型コロナウィルスの影響で
収入が現象し生活に困窮する人への『特例貸付』を実施。



③日常生活自立支援事業

 認知症高齢者、知的障害者、精神障害者の判断能力が不十
分な人が地域において自立した生活が送れるよう、利用者
との契約に基づき、福祉サービスの利用援助や日常的金銭
管理の支援を行う。



④権利擁護センター・法人後見

 成年後見制度の利用に関する相談や市民後見人の育成・支
援等を実施。社協として法人貢献を受任し、身の上保護や
財産管理を行う。



⑤生活困窮者自立支援

 自立相談支援事業、家計改善支援事業、就労準備支援事業
等を実施。独自の小口資金貸付やフードバンク事業等も行
われている。



⑥各種相談支援事業

 地域包括支援センター、機関相談支援センターなどがあり、
相談支援機関のネットワークづくりや多職種の研修会の開
催なども行っている。



⑦介護・生活支援サービス

 介護・生活支援サービスは市区町村社協がメインに行って
おり、内容としては実施順に『居宅介護支援』『訪問介
護』『通所介護』『訪問入浴介護』『地域密着型通所介
護』『認知症対策型通所介護』『短期入所生活介護』があ
る。



⑧ボランティア・市民活動センター

 ボランティアに関する相談・マッチング

 ボランティア活動や市民活動に関する相談や情報提供、活
動先の紹介を行っている

 ボランティア養成

 NPO・ボランティア団体などの活動支援や講座やセミナー
などの学習の機会の創出

 ボランティアグループやNPO支援

 企業の社会貢献活動や大学との連携・協働によるボラン
ティア・市民活動の展開



⑨災害対応・被災地・被災者支援

災害ボランティアセンター

災害が発生した際に、被災した人たちや地域を支
援するために災害ボランティアセンターを設置。
被災者のニーズを把握し、ボランティアマップを
マッチングする。また、『被災者中心』『地元主
体』『協働』を三原則として、ボランティア活動
を通じた被災地・被災者支援のため、様々な支
援・調整を行う。



この仕事を選んだきっかけ

小学生の頃、社協との出会い

地元長崎の福祉分野で誰かのために働きたい

実際に働いてみて

福祉の仕事は多種多様で人の人生に影響を与える仕事

組織を成長させていくための一員であることを実感で

きる職場


